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 自治体等との連携による、地域や
下水道の特性、肥料需要に応じた
取組の推進

下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた関係者の役割と取組の方向性（R4.12.23時点案）

肥料の国産化と安定的な供給、資源循環型社会の構築を目指し、農林水産省、国土交通省、農
業分野、下水道分野が連携し、安全性・品質を確保しつつ、消費者も含めた理解促進を図りながら、
各関係者が主体的に、下水汚泥資源の肥料利用の大幅な拡大に向けて総力をあげて取り組む。

取組の方向性

 下水汚泥資源を活用した肥料利用
の検討・生産体制の確保

 適切な重金属モニタリング、成分分
析による安全・安心な汚泥資源の供
給

 定期的な検査状況等の情報公開な
ど下水汚泥の透明性の向上

 自治体の農政部局との連携

 農業者が使いやすい肥料の実用化
 肥料製造設備の整備

自治体（下水道事業者（下水道部局））

肥料製造業者（メーカー）

JA・農業者
〇地域特性に応じて、下水汚泥資源の
肥料利用の拡大に取り組む。

〇安全安心かつ肥料製造業者や農業
者のニーズに応じた品質の肥料原料の
供給に取り組む。

〇安全性・品質が確保された下水汚
泥資源を原料として、農業者のニーズ
に応じた肥料の製造拡大に取り組む。

 農業者や肥料製造業者が安心して活用で
きる下水汚泥資源の供給の促進

 下水汚泥資源を活用した肥料に対する農
業者・消費者への理解促進

 下水道事業者、肥料製造業者、農業者
のマッチングによる流通経路の確保

 試験栽培、栽培指導等による営農技術の
確立と普及促進

 肥料の公定規格のあり方の検討
 リン回収の採算性向上や生産量の確保に
向けた技術開発

国
〇関係者の取組支援、ネットワーク化等により
下水汚泥資源を活用した肥料の需要・供給拡
大に取り組む。

〇地域特性に応じて、下水汚泥資源の
肥料利用の拡大に取り組む。
 JA・農業者等との連携による、地域や
下水道の特性、肥料需要に応じた取
組の推進

 自治体の下水道部局との連携

自治体（農政部局）

消費者の理解促進
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分野 検討会において出された課題
課題の解決に向けた取組の方向性

速やかに実行する必要がある取組 今後検討する必要がある取組

総論

・政府の政策として下水汚泥資源の農業利用単独の具体的な数値目標
の明確化、スケジュールと役割分担を決めて取り組むこと

・下水道事業における汚泥利用方針の明確化 ・下水汚泥資源に豊富に含まれるリンを対象に技
術開発の動向も踏まえつつ、施用形態、利用可能
ポテンシャル等について農林水産省・国土交通省
両省間で検討を進める

・重金属の基準をクリアして、さらに成分保証可能な肥料について、
名称も含めた公定規格の検討

・今後、主成分の保証可能性等を踏まえた公定規
格のあり方を検討

・取組の拡大に向けては、財政支援の検討が必要。 ・国内肥料資源利用拡大対策等の事業を適正に実施
・下水汚泥資源の肥料利用に活用可能な両省支援一覧の整理・
公表
・下水汚泥資源の肥料化における調査・検討や、施設整備への
重点的かつ集中的な支援

イメージ改善・
理解促進

・「汚泥肥料」に対する農業者や消費者のイメージの改善（ネーミン
グも含む）、未利用資源の地域循環として意義のPRなど、農業者や地
域の理解醸成

・国内肥料資源利用拡大対策等の事業において、汚泥肥料を利
用したほ場での効果検証の取組を支援
・消費者、関係者の理解促進に向け、現場の取組事例発表や意
見交換等により、下水汚泥資源を活用した肥料の意義等につい
て広く情報発信を行うシンポジウム等の開催

・下水汚泥を安定的に処理するための引取体制の確保に向けた農業者
の理解促進

・国内肥料資源利用拡大対策等の事業において、汚泥肥料を利
用したほ場での効果検証の取組を支援

・農林水産省・国土交通省両省の連携により、下
水道事業者、肥料製造業者、農業者団体、行政等
の関係者からなる推進体制を構築し、幅広い関係
者の機運を醸成。

・汚泥の出どころや重金属の定期的な検査状況等の情報公開サイトの
設置など、下水汚泥資源の透明性（トレーサビリティ）の向上

・立入検査の結果について、農林水産省のウェブサイトでわか
りやすく公表
・肥料利用時の重金属モニタリングの徹底
・重金属モニタリング結果の情報公開
・肥料利用の可能性調査として全国的な重金属分析の実施支援

・汚泥肥料の製造場所、重金属分析実結果等を格
納したデータベースの整備

推進体制の
強化

・農林水産省、国土交通省、関係団体が一丸となった安全性の共有、
利活用方法の工夫

・国内肥料資源利用拡大対策等の事業において、汚泥肥料を利
用したほ場での効果検証の取組を支援
・国レベル（農林水産省、国土交通省、関係機関等）での情報
共有等、連携体制の構築

・農林水産省・国土交通省両省の連携により、下
水道事業者、肥料製造業者、農業者団体、行政等
の関係者からなる推進体制を構築し、原料供給、
肥料製造、肥料利用まで関係者が一体となった取
組を推進

・地方自治体における下水道部局と農政部局の連携、地方行政とJAの
連携、国と地方行政の連携の強化

・地方農政局等と地方整備局等、自治体の下水道部局と農政部
局、JA等地方レベルでの連携体制の構築
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分野 検討会において出された課題
課題の解決に向けた取組の方向性

速やかに実行する必要がある取組 今後検討する必要がある取組

利用促進

・汚泥肥料の利用を推進する農林水産省通知の発出などによる利
用促進

・国内肥料資源利用拡大対策等の事業において、下水汚泥資源等
の肥料利用を推進するため、事業関係HPの作成や事業パンフレッ
トを作成

・下水道施設の改築時等における考え方や下水道事業者に農業利
用を促すための手法の検討

・下水道事業における汚泥利用の進捗管理
・下水道事業者における肥料利用に係る検討状況と課題について
の調査の実施
・コンポスト化試験装置を用いた、導入可能調査から施設整備、
事業実施までの一連の実施支援

・下水道事業における肥料利用の検討ガイドライ
ン策定
・汚泥の肥料化に関する事例や技術を整理した詳
細マニュアルの公表

・畜産が盛んな地域では堆肥が使われるなど、地域特性を踏まえ
た下水汚泥資源の展開

・国内肥料資源利用拡大対策等の事業において、原料供給事業者
等関係者の連携体制を構築し、汚泥肥料の利用を支援
・地域特性に応じた肥料利用事例の収集・公表
・汚泥肥料の施肥効果の調査・検証

・下水道事業者、肥料製造事業者、耕種農家等、関係者のマッチ
ング支援

・地域肥料需要の調査等、肥料化に向けた案件形成支援

コスト・品質

・コンポスト化に係るコストの低減、品質の安定化 ・肥料利用検討時の肥料成分分析支援
・下水汚泥資源の肥料化における、品質管理に関する知見の収
集・整理

・回収リンの安定的な量の供給や成分の安定化 ・回収リンの成分、性状に関する知見の整理 ・回収リンの製造場所、生産量等を格納したデー
タベースの整備

・汚泥コンポストについてハンドリングの改善、製造工場におけ
る臭気対策が必要な場合への対応

・国内肥料資源利用拡大対策等の事業において、脱臭装置等の整
備を支援

・汚泥コンポストについてのハンドリング技術等
を整理した詳細マニュアルの公表

技術開発

・気候条件や作物に応じた施肥の方法や量など汚泥肥料の適切な
活用に関する技術の確立・普及、下水汚泥の焼却灰の農業利用の
技術開発

・国内肥料資源利用拡大対策等の事業において、汚泥肥料を利用
したほ場での効果検証の取組を支援

・研究成果を取りまとめ、全国展開を図る

・安く高品質なリンを回収するための技術開発、焼却灰の活用方
法の検討やリン活用の技術開発

・リン回収のコスト縮減のための技術開発実証の実施
・焼却灰の重金属低減技術の開発

規格等

・汚泥肥料が安全で地域循環に貢献する有機資源であることを示
すための有機JASに準じた規格やブランドの検討

・施設整備や現地実証の支援により取組を拡大し
ていく中で地域の資源循環の観点からのブランド
化等について検討

・汚泥コンポストは化成肥料等の原料として混合できないことへ
の対応

・今後、主成分の保証可能性等を踏まえた公定規
格のあり方を検討

その他

・地域によって、特別栽培米では汚泥肥料は使えないケースもあ
ることへの対応

・農林水産省のWEBサイトに掲載しているQ&Aに「特別栽培農産
物に係る表示ガイドライン」では汚泥肥料の使用を禁止していな
いことを追記するとともに、その旨の地方自治体への通知

・グローバルGAPの審査基準に「人糞尿を含む下水汚泥を使用し
ないようにしているか」という項目への対応

・安全性の確保された下水汚泥資源の肥料利用が認められるよう、
グローバルGAP国内関係者に働きかけ
・世界食品安全イニシアチブ（GFSI）の承認を得た日本発のGAP
認証であるASIAGAPの普及を推進

・汚泥肥料を生産する産業廃棄物業者に対する活動支援 ・補助金情報等の周知と併せた、地域内で肥料化を行う業者との
連携の強化

下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた官民検討会 論点整理（R4.12.23時点案）
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．施設整備等への支援
国内資源の肥料としての利用拡大のため、堆肥等の高品質化・ペレット化など広域

流通等に必要な施設整備等を支援します。

２．実証等の取組への支援
国内資源の肥料としての利用拡大のため、ほ場での効果検証の取組、機械導入等
を支援します。

肥料の国産化・安定供給確保対策のうち

国内肥料資源利用拡大対策

＜対策のポイント＞
肥料の国産化に向けて、畜産業由来の堆肥や下水汚泥資源などの国内肥料資源の肥料利用を推進するため、畜産、下水事業者、肥料製造業者、耕種

農家等の連携や施設整備等を支援します。

＜事業目標＞
畜産業由来の堆肥や下水汚泥などの国内資源の肥料利用の推進

＜事業の流れ＞

（１、２の事業の
一部）

【令和４年度補正予算額 9,998百万円】

国

都道府県等
（都道府県協議会を含む）

定額、1/2以内

協議会等
（農業者の組織する団体を含む）

民間団体等

定額、
1/2以内 （1、2の事業）農産局技術普及課 （03-6744ｰ2182）

（２の事業） 農業環境対策課 （03-3593ｰ6495）
（1、2の事業）畜産局畜産振興課 （03-6744-7189）
（１の事業） 食肉鶏卵課 （03-3502-5989）

国内資源利用に向けた連携体制の構築

原料供給事業者 肥料製造事業者 耕 種 農 家

肥料製造事業者が使いやすい
原料の供給のための施設整備
等を支援

耕種農家が使いやすい
肥料の製造のための施設整備
等を支援

肥料の効果検証等を支援

高品質堆肥の製造 ペレット製造設備

化学肥料との混合肥料ペレット堆肥

化学肥料と同じ機械で散布

農業のグリーン化を推進

耕種農家が使いやすい肥料の実用化・利用拡大

（１、２の事業の
一部）

定額、1/2以内

［お問い合わせ先］
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国内資源の肥料利用

の拡大に向けて

s資料３ 



１.

１

現状①

化学肥料原料の輸入相手国、輸入量

• 主な化学肥料の原料であ
る尿素、りん安（りん酸
アンモニウム）、塩化加
里（塩化カリウム）は、
ほぼ全量を輸入。

• 世界的に資源が偏在して
いるため、輸入相手国も
偏在。

肥料原料の国際価格の動向

• 令和３年秋頃から、穀物
需要の増加や原油・天然
ガス価格の上昇等に伴い、
化学肥料原料の国際価格
が高騰。

• 中国における肥料原料の
輸出検査の厳格化やロシ
ア・ベラルーシからの輸
入の停滞により、我が国
の肥料原料の調達が不安
定化。



２

耕地面積当たりの家畜排せつ物発生量（窒素ベース）

• 我が国では、年間約8,000万トンの家畜排せつ物が発生し、
その約８割（6,400万トン）が堆肥化されているものの、戻
し堆肥にして敷料として自家利用したり、自家圃場への散布
や近場へ無償配布される等がほとんどであり、商流での販売
量はそのうち２割程度（堆肥約600万トン：堆肥化重量
1/2）。

• また、家畜排せつ物は、畜産地域に偏在していることから、
肥料利用を進めるためには、畜産部門と耕種部門のより広域
かつ持続的な連携が必要。

下水汚泥資源の肥料利用の状況

（出典）下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けた官民検討会第１回資料より抜粋

• 下水汚泥の肥料化については、脱水汚泥等をコンポスト化す
る以外に、焼却灰を肥料として利用する⽅法も存在。リン回
収においても、消化汚泥等からリン回収を⾏うMAP法以外に、
焼却灰からのリン回収技術も存在。

• 下水汚泥の多くがこれまで焼却されており、現在の肥料利用
は約1割にとどまっている。

現状②



３
価格急騰時の対応（肥料価格高騰対策事業）

■ 国内資源活用

■ 安定調達

－ 資源外交をはじめとする調達国の多角化

－ 肥料備蓄制度の創設

－ 堆肥や下水汚泥資源等の国内資源の利用拡大・広域流通

（化学肥料との混合を含む。）

平時の対応今後の

肥料対策の

全体像



物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策（令和４年10月28日閣議決定）（抄）

２．エネルギー・食料品等の危機に強い経済構造への転換

（２）危機に強い食料品供給体制の構築

食料の安定的な供給を確保することは、国家の最も基本的な責務の一つであるが、ウクライナ情勢は、エネルギーのみならず食
料の安定供給の重要性を改めて浮き彫りにすることとなった。小麦・大豆等の穀物、飼料、肥料原料など海外依存が高く、農業生
産、食料品製造に不可欠な原材料等の価格高騰や供給途絶が生じれば、食料の安定供給を脅かし、国民生活と経済に大きな影響を
与え得る。
このため、肥料・飼料・穀物等の国産化の推進等により、危機に強い食料品供給体制を構築していく。肥料については、畜産農

家、肥料メーカー、耕種農家等の連携や施設整備等への新たな支援策の創設など堆肥や下水汚泥資源等の肥料利用拡大への支援、
土壌診断・堆肥の活用等による化学肥料の使用低減、肥料原料の備蓄に取り組む。飼料については、稲作農家と畜産農家の連携へ
の新たな支援策の創設など国産飼料の供給・利用拡大等を促進する。

１．下水汚泥資源・堆肥等の利用拡大によるグリーン化の推進と肥料の国産化・安定供給

食料品等の物価高騰対応のための緊急パッケージ（令和４年11月８日食料安定供給・農林水産業基盤強化本部決定）（抄）

○ 堆肥や下水汚泥資源等の肥料利用拡大を図るため、畜産農家、肥料メーカー、耕種農家等の連携や施設整備等への新たな支援策
の創設。

・ 下水汚泥資源の肥料利用の推進 【国土交通省】30億円

(下水汚泥資源の流通経路の確保等に向けたマッチングや施設整備、PR等を支援)

・ペレット堆肥流通・下水汚泥資源等の肥料利用促進技術の開発・実証【農林水産省】10億円

(ペレット化した堆肥の広域流通や下水汚泥資源を原料とする肥料の製造効率化の実証等を支援)

・ 国内肥料資源利用拡大対策 【農林水産省】100億円

(畜産農家、肥料メーカー、耕種農家等の連携による国内資源の利用拡大に向けた取組を支援) ４



5

Ⅲ 食料安全保障の強化のための重点対策

食料安全保障強化政策大綱（令和４年12月27日食料安定供給・農林水産業基盤強化本部決定）（抄）

１ 食料安全保障構造転換対策（過度な輸入依存からの脱却に向けた構造的な課題への対応）

（１）生産資材の国内代替転換等

生産資材について、例えば化学肥料原料は、大半を輸入に依存しており、その安定供給に向けて肥料原料の備蓄等の重要

性が増している。一⽅、国内には、堆肥、下水汚泥資源等の国内資源が存在しており、これらの生産資材の代替転換や化学

肥料の使用低減は、環境への負荷低減にも資するなど、将来にわたって持続可能な生産への転換を実現するものとなる。

（略）

以上を踏まえ、肥料については、堆肥や下水汚泥資源等の肥料利用拡大への支援（畜産農家・下水道管理者、肥料メー

カー、耕種農家などの連携や施設整備等への支援など）、土壌診断・堆肥の活用等による化学肥料の使用低減、肥料原料の

備蓄に取り組む。

（略）

（目標）

・2030 年までに化学肥料の使用量の低減 ▲20％

・2030 年までに、堆肥・下水汚泥資源の使用量を倍増し、

肥料の使用量（リンベース）に占める国内資源の利用割合を 40％まで拡大（2021 年：25％）

（略）



２.

基本的な

考え方

✓ 海外からの輸入原料に依存した肥料から、国内資源を活用した肥料への
転換を進め、国際情勢に左右されにくい安定的な肥料の供給と持続可能な
農業生産を実現する必要。

✓ このため、原料供給事業者（畜産事業者、下水事業者等）、肥料製造事
業者、耕種農家等が連携して取り組むことで、３者ともにメリットのある
取組を目指す。

原料供給事業者

処理コストが必要となる
廃棄物を売れる資源に

・肥料原料として使いやすい形で供
給（高品質化）
→水分調整（乾燥）、完熟化、
ペレット化

・臭気対策 ・原料の保管 肥料製造事業者

時代に即した
新たなビジネスチャンス

肥料利用者

安定した価格で肥料調達、
収量・品質向上

・施肥体系の転換
（実証、施肥基準の見直し）
・散布体制づくり
・肥料の保管

・農家が使いやすい肥料の製造
（ペレット化、配合）
・広域流通 ・臭気対策
・原料の保管

３者にメリットある
取組を推進
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原料供給事業者
畜産事業者、下水道事業者 等

肥料製造事業者
耕種農家

ＪＡ、農業法人、集落営農、
農業者の組織する団体 等

－ 堆肥化処理施設
－ 乾燥施設
－ 臭気設備 等

事業
実施
主体

支援
内容

• 国内資源由来肥料の製造
のための供給施設等の整
備支援【１/２】

• 肥料向けの国内資源の確
保・供給支援 【定額】

－ 資材購入費
－ 成分分析費 等

－ ペレット化施設
－ 乾燥施設
－ 臭気設備 等

• 国内資源由来肥料の製造
施設等の整備支援
【１/２】

• 国内資源由来肥料の試作
支援 【定額】

－ 資材購入費
－ 成分分析費 等

• 国内資源由来肥料の利用
機械等の導入支援
【１/２】

－ ペレット堆肥散布用
ブロードキャスター

－ マニュアスプレッダー
等

• 国内資源由来肥料の実証
支援支援 【定額】

－ 土壌分析費
－ 検討会開催費 等

原料供給事業者、肥料製造事業者、耕種農家との間で

連携計画を作成

３.

支援策の

概要

【国内肥料資源利用拡大対策事業】（令和４年度第２次補正予算）

－ 「農家が使いやすい、使いたくなる肥料」を作ることにより利用を拡大。

－ 肥料製造事業者への支援や散布機の導入など、これまで支援が届きにくかった活
用拡大の鍵を握るところに支援を拡大。関係事業者が抱える課題の解決に総合的
に支援。
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十分たい肥化が

進んだ完熟たい肥 ペレットたい肥 有機入り配合肥料

• 水分含量が低く、臭いも少
ない

• 作物生育への悪影響が少な
く、散布しやすい

• ペレット化され、広域流通
可能

• 農家が持っている散布機
（ブロードキャスター）で
撒ける

• 成分が調整されており、化
成肥料の代わりに使える

• BB肥料（注）などで各品目
のニーズに合った肥料が製
造できる

（注）BB（Bulk Blending）肥料：
各種粒状の肥料原料を物理的に混ぜ
合わせた肥料

「農家が使いやすい、使いたくなる国内資源肥料」の例
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４.

関係事業者

間の連携
国内資源供給者

肥料メーカー
肥料販売事業者

関係者間の自主的な
マッチング活動
をサポート

肥料利用者
情報登録

情報発信

✓ 国内資源を活用した肥料の転換を進める取組を推進するためには、肥料
原料の供給者、肥料の製造事業者、肥料の利用者の間での連携が不可欠。

✓ このため、これら関係事業者の連携づくりの契機となるよう、関係事業
者のニーズ等に関する情報を一元的に収集し、互いに閲覧できるマッチン
グサイトを開設。（令和４年12月～）
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＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．農業集落排水施設整備事業

農業集落排水施設のうち、大規模施設や被災リスクのある施設の強靱化、
維持管理の効率化等に資する施設の高度化を支援します。
（このほか、国内資源である農業集落排水汚泥の農地還元を推進するため
に必要な調査・調整、技術的検討及び計画策定を支援します。）

２．農道・集落道整備事業
農道・集落道のうち、基幹的な農道、避難等に必要な農道・集落道、老

朽化等により被害が生じるおそれがある跨道橋・跨線橋等の強靱化、農産
物の輸送コストの削減等に資する拡幅等の高度化を支援します。

３．営農飲雑用水施設整備事業
営農飲雑用水施設のうち、大規模施設や被災リスクのある施設の強靱化、

生産性の向上や６次産業化等に資する施設の高度化を支援します。
４．地域資源利活用施設整備事業

農業水利施設等への電力供給や災害時の非常用電源となる地域資源
利活用施設の強靱化を支援します。

５．集落防災安全施設整備事業
災害による被災時に家屋や公共施設等に被害が生じるおそれのある集落

防災安全施設の強靱化を支援します。

農村インフラの強靱化
重要な農村インフラの点検診断、計画策定、耐震・浸水・
停電対策、保全対策、更新・撤去等

農村インフラの高度化
生産性の向上、生産コストの縮減、維持管理の効率化等に
資する施設の計画策定、整備等

農 村 地 域 の 生 活 に 不 可 欠 な 農 村 イ ン フ ラ

農村整備事業＜公共＞ 【令和５年度予算概算決定額 7,234（7,066）百万円】
(令和４年度補正予算額 1,431百万円)

＜対策のポイント＞
老朽化の進行や災害への脆弱性が顕在化している農村地域のインフラの持続性を確保するとともに、地方移住への関心が高まっている機を捉えて農村の活
性化を図るため、集落排水施設や農道等の再編・強靱化、高度化など、農村に人が安心して住み続けられる条件の整備を推進します。

＜事業目標＞
「小さな拠点」の形成の推進、生活インフラ等の確保

＜事業の流れ＞

国
都道府県

都道府県

市町村等

1/2等

1/2等1/2等
［お問い合わせ先］農村振興局地域整備課（03-6744-2200）

浸水対策

非常用電源の設置

停電対策

止水壁の設置

処理区Ｂ

処理場を廃止処理場の統合・更新

処理区A

施設の再編・コンパクト化により維持管理・更新コストを低減

農地の大区画化
↓

農機の大型化

農道を改良
（拡幅）すれば格納
庫からほ場まで大型農
機で通作できる！

農業集落排水施設 営農飲雑用水施設農道・集落道

高付加価値化のための
洗浄用水

営農
用水

営農飲雑用水施設

経営の大規模化に対応する
畜産用水

農機格納庫

地域資源利活用施設
（太陽光発電施設）

集落防災安全施設
(土砂崩壊防止施設)

※下線部は拡充内容



農村整備事業 計画策定等事業の拡充（農業集落排水汚泥農地還元推進事業）

○ 農業集落排水施設から発生する汚泥は全汚泥発生量の約５割を肥料等として再生利用し資源循環を推進。
○ みどりの食料システム戦略の推進の観点から、国内資源である汚泥の利用の更なる拡大が必要。
○ このため、農業集落排水汚泥の農地への還元を推進するために必要な調査・調整、技術的検討、計画策定を事業メニュー

に追加し、支援。

農村整備事業のうち計画策定等事業

農業集落排水汚泥農地還元推進事業（拡充）

○実施内容
農業集落排水汚泥の農地への還元を推進する

ために必要な調査・調整、技術的検討、計画策
定

○実施要件
・農業集落排水汚泥の農地還元に取り組んでい

る又は取り組む予定であること
・当該事業費が200万円以上であること
・事業の完了後は、資源循環促進計画を点検し、
必要に応じて見直すこと

○実施主体
都道府県、市町村、土地改良区等

○補助率
定額

堆肥化

堆肥の販売・配布

資源循環施設※

※農業集落排水施設、資源循環施設の整備・改築は 農村整備事業（農業集落排水施設整備事業）等で実施可能。

農業集落排水汚泥

農業集落排水施設※

農地への還元（施肥）農業生産・農村生活

し
尿
・生
活
雑
排
水

【事業イメージ】

国内資源である汚泥の利用拡大の推進、輸入原料や化石燃料を
原料とした化学肥料の使用量の低減

【実施内容等】

連
携
強
化

現況調査、堆肥等の試作、
栽培比較等実証、販路・配
布先の拡大調整、人材育成、
協議会の運営等を含む推進
計画の策定



下水汚泥資源の肥料利用の拡大に向けて

国土交通省 水管理・国土保全局
下水道部



下水汚泥資源の肥料利用

1

 肥料成分「りん」は、農産物の育成に不可欠にもかかわらず、化学肥料の場合、
①全量を輸入依存、②産出国の偏在（中国等）、③国際価格高騰などの課題が存在。

 下水汚泥はリンや窒素等の資源を含有しており、下水汚泥ポテンシャルを活かした肥料利用の拡大は農
林水産業の持続性に貢献。

 下水汚泥は、年間汚泥発生量約230万トン当たり約5万tのリンを含有。

下水汚泥は肥料に欠かせないリンや窒素を含有。
下水汚泥の約1割が肥料利用されている。

汚泥コンポスト化

※1：佐賀市上下水道局HPより

リン回収

(佐賀市)※1
コンポスト施設 コンポスト

リン回収実施自治体：
5自治体（6処理場）

神戸市
（MAP法）

岐阜市
（灰アルカリ抽出法）

鳥取市
（灰アルカリ抽出法）

島根県
（MAP法）

福岡市
（2処理場）
（MAP法）

汚泥処理プロセスからリンを回収。

課題：
 重金属の含有リスク・発酵時の臭気
 流通経路の確保

 下水道に対するネガティブイメージ
 散布・施肥方法に関するノウハウ不足

課題：
 リン回収施設のコストが高い
 回収リン成分のバラツキ



下水汚泥資源の肥料利用促進の方向性

○持続可能な食料システムの確立に向け、下水汚泥資源を肥料として活用することは、輸
入依存度の高い肥料原料の価格が高騰する中で、大変有意義。

○下水汚泥の多くがこれまで焼却されており、現在の肥料利用は約1割にとどまっている。
○今後、肥料の国産化と肥料価格の抑制につなげるべく、農林水産省と緊密に連携し、

肥料利用を大幅に拡大する。

【下水汚泥の肥料利用の状況】

多くが焼却
灰として埋
立・建設資
材への利
用

肥料利用は約1割
０％

１００％

現状 今後

汚泥コンポ
スト化推進

リン回収
推進

【リン回収（神戸市）】

【汚泥コンポスト（佐賀市）】
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（令和4年度補正予算）下水汚泥の肥料利用の促進

 喫緊の課題である食料品の物価高騰に緊急に対応していくため、肥料の国産化・安定供給を図るべく、
地方公共団体による下水汚泥のコンポスト化施設整備や肥料利用促進のための案件形成を支援すると
ともに、汚泥処理プロセスからのリン回収に関する実証事業を行う。

汚泥コンポスト化

汚泥コンポスト化施設

リン回収

リン回収施設

（国費 2,979百万円）

社会資本整備総合交付金・防災安全交付金（国費 465百万円）

• 地方公共団体による下水処理場内への汚泥コンポスト化施設等の
整備を支援

下水道事業調査費（国費 2,514百万円）

• 肥料利用を促進するための大規模案件形成

汚泥の肥料利用を新たに検討または拡大を目指す自治体に対して、農水
省と連携し、汚泥肥料の重金属等成分・効果の検証や汚泥肥料の流通経路
の確保等に向けたマッチングなどの大規模案件形成を実施

• 汚泥処理プロセスからのリン回収に関する実証事業

地方公共団体の下水道施設において、国が主体となって、リン回収に関す
る実規模レベルの施設を設置し、技術開発・普及を推進



下水汚泥の肥料利用の拡大や新たな取組を検討する20箇
所程度の自治体を公募により選定し、アドバイザー等を派遣
し、特に流通経路の確保における課題解決に向けた検討を
支援。

公募スケジュール
 令和5年2月~3月：公募
 令和5年4月初旬：対象選定

公募時の申請内容
 肥料利用の検討状況、計画の有無、課題等を記載の

上、申請
（※農政部局と調整の上での申請を基本とすることを想
定）

想定支援内容
 自治体内関係部局等との連携体制の構築
 肥料製造業者や農業関係者等へのヒアリング
 地域の肥料需要等の調査
 肥料化における課題の整理
 各自治体の農政局やJA等との勉強会の開催
 下水汚資源泥由来肥料のPR手法の検討 等

重金属分析と肥料成分分析について、それぞれ公募により
約100箇所程度の処理場を選定し、各処理場で計4回程
度の分析調査を実施。

公募スケジュール
 令和5年2月~3月：公募
 令和5年4月初旬：対象選定

公募時の申請内容
 分析を希望する処理場の処理方式や対象汚泥、肥料

利用の検討状況等を記載の上、申請

調査項目
 重金属：肥料取締法に基づく、カドミウム、鉛、クロム、

ひ素、水銀、ニッケル等
 肥料成分：窒素全量、りん酸全量、加里全量等

4

肥料利用を促進するための大規模案件形成（案）

（２）重金属・肥料成分のモニタリング（１）マッチング等の案件形成支援

 下水汚泥の肥料利用量の拡大や新たに汚泥の肥料利用を検討する下水道管理者に対して、汚
泥の重金属や肥料成分分析、分析結果を元にした肥料の流通確保に向けた検討等を支援



参考：汚泥処理プロセスからのリン回収に関する実証事業（R4補正B-DASH）

地方公共団体の下水道施設において、国が主体となって、リン回収に関する実規模レベルの施設を設置
実証を通じ、リン回収施設のコストの高さ、回収リン成分のバラツキといった課題解決に向けた技術開発・普及を推進

①リン除去回収施設 ②MAP洗浄装置

③MAP乾燥設備

反応式：Mg2+ + NH4
+ + PO4

3– → MgNH4PO4
生成物の性状：5mm以下の粒状

技術開発要素の例（MAP法）

脱水汚泥

＜実規模実証＞

①消化汚泥から効率的にリンを回収する技術 （上限額：7.5億円）

②MAP※により脱水ろ液から効率的にリンを回収する技術 （上限額：7.5億円）

③MAP※以外で脱水ろ液から効率的にリンを回収する技術 （上限額：7.5億円）

＜FS調査＞

下水汚泥焼却灰の肥料化技術 （上限額：5千万円）

※MAP：リン酸マグネシウムアンモニウム六水和物の略称（マグネシウム源を添加してリンをMAPとして回収）

下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト*）：令和４年度補正新規実証事業
*  B-DASHプロジェクト：Breakthrough by Dynamic Approach in Sewage High Technology Project
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社会資本整備総合交付金について

 社会資本整備総合交付金は、国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金を一つの交付
金に原則一括し、地方公共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる総合的な交付金

 防災・安全交付金は、地域住民の命と暮らしを守る総合的な老朽化対策や、事前防災・減災対
策の取組み、地域における総合的な生活空間の安全確保の取組みを集中的に支援する交付金

 事業別にバラバラで行ってきた関係事務を一本化・統一化
 計画に位置付けられた事業の範囲内で、地方公共団体が国費を自由に充当可能
 基幹となる社会資本整備事業の効果を一層高める事業についても、創意工夫を生かして実施可能

個別補助金
を原則廃止

社会資本
整備総合
交付金

社会資本整備総合交付金
（成長力強化や地域活性化等につながる事業）

令和４年度予算 ：5,817億円

防災・安全交付金
（「命と暮らしを守るインフラ再構築」、「生活空
間の安全確保」 を集中的に支援）

令和４年度予算 ：8,156億円

地域自主
戦略交付金

交付金の特長（個別補助金との違い）

＜従前の補助金＞

道路

河川

海岸

まちづくり

下水道

住宅

港湾

・

・
・

砂防

6



7

社会資本整備総合交付金について

事業名 管渠 処理場

公共下水道※１

補助対象 主要な管渠 ※２ 一部を除く全て ※３

補助率 １／２ ５．５／１０ ※４

流域下水道
補助対象 全ての管渠 一部を除く全て ※３

補助率 １／２ ２／３ ※４

特定公共下水道
補助対象 主要な管渠 ※２ 一部を除く全て ※３

補助率 １／３ ※５ １／３ ※５

都市下水路
補助対象 都市下水路

補助率 ４／１０

補助率

※１：雨水公共下水道を含む
※２：主要な管渠の範囲は告示に定めている
※３：処理場における門・柵・へい等については補助対象外
※４：用地買収や調査、測量費等については補助率１／２とする
※５：補助対象額には民間事業者負担分を除く

 公共下水道の補助対象は、下水道法施行令において「主要な管渠及び終末処理場並びにこれらの施設を補
完するポンプ施設その他の主要な補完施設の設置又は改築に要する費用」と規定

 主要な管渠の範囲は、市町村の規模ごとに、雨水に係る管渠の場合、その口径と受け持つ下水排除面積の
大きさ、汚水に係る管渠の場合、その口径と下水排除量の大きさに基づいて設定

 コンポスト設備、下水汚泥及び焼却灰からリンを回収する設備については、汚泥処理設備として交付可能。



社会資本整備総合交付金 重点配分項目の見直し（R５年度～）
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下水汚泥資源の肥料利用

汚泥の肥料利用施設 汚泥を発酵もしくは乾燥させることで肥料に利用するシステム

リン回収施設 汚泥処理過程からリンを抽出し、肥料に利用するシステム

PPP／PFI、下水汚泥のエネルギー・肥料利用、広域化・共同化の取組を推進するため追加的に必要となる
下水道事業

① アクションプランに基づく下水道未普及対策事業
（汚水処理施設整備が概成していない団体に限る）

② PPP/PFI、下水汚泥のエネルギー利用、広域化・共同化の
取組を
推進するため追加的に必要となる下水道事業

（注） 公営企業会計を適用した地方公共団体においては、
以下のいずれにも該当しないことを要件とする。

①経費回収率の向上に向けたロードマップに定めた業
績
目標を達成できない場合。

②令和7年度以降、供用開始後30年以上経過している
にも関わらず、使用料単価が150円/m3未満であり、
かつ経費回収率が80%未満であり、かつ15年以上使
用料改定を行っていない場合。

現行の重点配分項目 重点配分項目の見直し（R5年度～）

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

① アクションプランに基づく下水道未普及対策事業
（汚水処理施設整備が概成していない団体に限る）

② PPP/PFI、下水汚泥のエネルギー・肥料利用、広域化・共同化の取組を
推進するため追加的に必要となる下水道事業

③ コンセッション事業に含まれる下水道施設の設置・改築事業

（注） 公営企業会計を適用した地方公共団体においては、
以下のいずれにも該当しないことを要件とする。

①経費回収率の向上に向けたロードマップに定めた業績
目標を達成できない場合。

②令和7年度以降、供用開始後30年以上経過しているにも関わらず、使
用料単価が150円/m3未満であり、かつ経費回収率が80%未満であり、
かつ15年以上使用料改定を行っていない場合。

追加的に必要となる経費（かかり増し経費）の具体の該当項目（社会資本整備総合交付金）



○ 再生可能エネルギーの導入（バイオガス発電、下水汚泥固形燃料化、下水熱の活用）

○ 汚泥の活用や高温焼却（肥料化施設、リン回収施設の導入、高温焼却施設の導入）

対象事業

○ 地方負担額の１／２に、「下水道事業債（脱炭素化推進事業）」を充当し、50％を交付税措置

（通常の事業：16～44％）

地方財政措置

下水道事業債
(脱炭素化推進事業)

【50％を普通交付税措置】

元利償還金の 16～44％ を普通交付税措置

下水道事業債
下水道事業債

【16～44％を普通交付税措置】

元利償還金の 33～47％ を普通交付税措置

通 常 脱炭素化推進事業

事業期間

○ 令和５年度～令和７年度

リン回収施設（神戸市）

バイオガス発電事業
（鹿沼市）

○ GX実現に向けた基本方針（令和４年12月22日ＧＸ実行会議決定）において、地域脱炭素の基盤となる重点対策を
率先して実施することとされるなど、地方団体の役割が拡大したことを踏まえ、再生可能エネルギーの導入、汚泥の
活用や高温焼却によるN２Oの削減の取組に対して地方財政措置を講じ、下水道事業における脱炭素化を推進。

= (16～44％)×1/2 + 50％×1/2

１/２ １/２

【地方財政措置】下水道事業における脱炭素化の推進（令和5年度）
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【参考】下水道事業に係る地方交付税措置

下水道事業債：充当率１００％ 概要

（通常） 公費負担割合
３０～７０％

交付税措置率
公費負担の７０％

（広域化・共同化） 公費負担割合（※流域下水道への統合のための接続管渠等の整備については５０～９０％）

４０～８０％

交付税措置率
公費負担の７０％

（脱炭素化推進事業）
・省エネ改修等

公費負担割合（※残余の５０％は通常の下水道事業債）

５０％

交付税措置率
財政力に応じて
公費負担の３０～５０％

バイオガス発電、
下水汚泥固形燃料化、
下水熱、
肥料化、リン回収、
高温焼却、
太陽光発電

公費負担割合（※残余の５０％は通常の下水道事業債）

５０％

交付税措置率
公費負担の５０％

下水道事業債

下水道事業債

下水道事業債

下水道事業債
下水道事業債

（脱炭素化推進事業）

交付税措置 公費負担 使用料対象

下水道事業債
（脱炭素化推進事業）

＜交付税措置30～50%＞

＜交付税措置50%＞
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